
本会及び全国協議会が主催する研修に係る参加費（１名あたり／2022年度実績） 北海道地域包括・
在宅介護支援センター協議会

入会のご案内

こうしたことでお困りではありませんか？

会員種別・年会費・入会方法

入会申込・お問い合わせ先

※参加費の金額には変更が生じる場合があります。
※本会主催の研修は、例年、北海道主任介護支援専門員更新研修受講要
件に示される「地域包括支援センターや職能団体が開催する法定外の
研修」に位置付けられています。

１  会員種別
Ａ会員　地域包括支援センター、在宅介護支援センター

（※札幌市の介護予防センターを含む）
Ｂ会員　機能推進に係る関係機関：９機関

（北海道医師会、北海道歯科医師会、北海道薬剤師会、北海道看護協会、
　北海道社会福祉士会、北海道介護福祉士会、北海道介護支援専門員協会、
　北海道老人福祉施設協議会、北海道社会福祉協議会）

２  年会費　※例年９月～10月頃に、請求書及び振込用紙を送付しております。
Ａ会員　地域包括支援センター　30,000円
　　　　（内訳：北海道会費10,000円、全国会費20,000円）
　　　　在宅介護支援センター　20,000円
　　　　（内訳：北海道会費10,000円、全国会費10,000円）
Ｂ会員　20,000円

３  入会方法
別添入会申込書（本会ホームページにも掲載しております）に必要事項を記入の上、事務
局宛に送付ください。
入会は、時期を問わず随時受付中です（年度途中の入会の場合も、上記年会費を申し受け
ます）。

地域包括支援センターの機能強化を目的とし
た事例集・報告書を発行しており、本会ホー
ムページの会員専用ページからいつでもご覧
いただけます。

メールニュースや会報誌、研修会を通して、
全国のセンターにおける取組事例や、タイム
リーな最新情報が得られます。

様々な課題に対して、どのように対
応するか悩んでいる。他の包括では
どうしているのか知りたい…

本会や全国協議会が定期的に開催する研修等
の機会を通じて、他の包括職員との情報交換
やネットワークの構築ができます。

職場外の包括職員の仲間が欲しい…

本会や全国協議会が主催の研修会は、会員価
格で参加できます。オンライン研修にも対応
しているため、遠方からでも参加しやすいと
好評です。
全国規模の研修についても、公募による派遣

（参加費や旅費の助成）を行っています。

研修に参加して自己研鑽したいが、
参加費や旅費、移動時間の問題がネッ
クになっている…

R５.１

北海道地域包括・在宅介護支援センター協議会　事務局
〒060－0002　札幌市中央区北２条西７丁目１番地　かでる２.７ ２階
　　　　　　　　北海道社会福祉協議会　地域福祉部地域福祉課内
ＴＥＬ ０１１－２４１－３９７７　　ＦＡＸ ０１１－２７１－３９５６
ホームページ　http://www.kaigoshien.org/　
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地域福祉の充実に寄与することを目的としています
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●都道府県・指定都市協議会と連携し、センター運営に役立つ情報発信を行っています

●介護保険制度や高齢者保健福祉に係る法制度、地域包括ケアシステムや地域共生社会の実
現に向けたさまざまな政策動向に対応し、今後のセンターのあり方を見据えた制度対策活
動を行います

●センターが直面する現場の課題解決に向け、厚生労働省との意見交換や国の研究事業へ参
画・協力を通じた、意見表明を行っています

●研究大会や各種研修会の開催により、センター職員の力量向上に取り組んでいます

●全国各地におけるセンターの取り組み事例等を収集し、共有を図っています

●センター運営に役立つ各種資料を作成しています

　様々な運営主体による全国の地域包括・在宅介護支援センターが集まる唯一の全国組織で

す。平成31年より、全国社会福祉協議会を構成する一組織（種別協議会）となり、組織の位

置付けが明確となったことで、厚生労働省をはじめ、全社協や民生委員・児童委員、社会福

祉法人、各種社会福祉施設等の全国組織等と、これまで以上に連携しながら、センターの課

題解決に向けた政策提言や、センターの活動に関する情報発信を行っています。

　本会に入会した地域包括・在宅介護支援センターは、全国地域包括・在宅介護支援センター

協議会の会員となります。

主な事業内容 会の組織図

過去の会報誌や実践発
表資料、調査資料等も
会員専用ページから閲
覧できます！

　上部団体である全国地域包括・在宅介護支援センター協議会と連携し、地域包括支援センター及び在
宅介護支援センターに関する動向や最新情報について、メールニュース（毎月発行）や会報誌「ネットワー
ク」（隔月発行）、本会ホームページ（https://www.kaigoshien.org/）等を通して情報提供します。
　その他の関係機関・団体に係る事業や研修の情報についても、会員へ随時情報提供します。

広報・情報提供

◎地域包括ケアセミナーの開催（年１回）

◎地域包括支援センター職員資質向上研修の開催（年１回）

◎全国地域包括・在宅介護支援センター協議会が主催する研修会等（※）への会員センター職員派遣
※主に「全国地域包括・在宅介護支援センターリーダー職員研修会」等を対象に、参加費、旅費を助

成しています。【派遣実績：85名（H24 ～ R4）】

　地域包括支援センター及び在宅介護支援センターに勤務する職員の資質向上を目的に研修を実施します。
　また、全国地域包括・在宅介護支援センター協議会が主催する研修に会員センター職員を派遣します。

研　　修

　北海道内の会員センターが抱えている課題の把握を行い、地域包括支援センター及び在宅介護支援セ
ンターの機能強化や地域包括ケアシステムの構築に向けた方策を検討します。

調査研究

◎機能強化委員会の開催（１クール２カ年）
　▼過去の発行物（一部抜粋）
　　「北海道地域包括支援センターにおける地域ケア会議の活用に係る報告書
　　　  ～個別課題を通した地域づくりのあり方に焦点を当てて～」（R4.11）

　　「北海道内地域包括支援センターの地域ケア会議の活性化に係る報告書
　　　  ～「自立支援型地域ケア会議」に焦点を当てて～」（R2.3）

　　「北海道内地域包括支援センターの地域ケア会議に関する取組み事例集」（H30.3）

　　「地域包括支援センターの権利擁護に関する調査」（H26.3）

（         ）研修事業、調査
研究の企画運営

北海道
保健・医療・福祉
関係機関・団体

各種事業連携
（委員派遣等）

北海道社会福祉協議会
（北海道地域包括・在宅介護　
　支援センター協議会事務局）

連携 連携

運営サポート

全国地域包括・在宅介護
支援センター協議会

（事務局：全国社会福祉協議会）

同時加入

監事

代議員から選出

会務の執行

代議員総会
（最高議決機関）

代議員１名出席事業への参加
・情報の取得

【研　　修】
【調査研究】

【広報・情報提供】

事 業

運 営

機能強化委員会 幹事
（正副会長は幹事の互選）

幹事会（執行機関）

会員（センター・関係機関）

〈研修会の様子　左：集合形式　右：オンライン形式〉

こんな活動をしていますこんな活動をしています

全国地域包括・在宅介護支援センター協議会とは…
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クになっている…

R５.１

北海道地域包括・在宅介護支援センター協議会　事務局
〒060－0002　札幌市中央区北２条西７丁目１番地　かでる２.７ ２階
　　　　　　　　北海道社会福祉協議会　地域福祉部地域福祉課内
ＴＥＬ ０１１－２４１－３９７７　　ＦＡＸ ０１１－２７１－３９５６
ホームページ　http://www.kaigoshien.org/　

北海道地域包括・在宅介護支援センター協議会は

北海道における地域包括支援センター及び

在宅介護支援センター相互の連携を図るとともに

その機能強化に向けた事業を行い地域ケア体制の発展向上を図り

地域福祉の充実に寄与することを目的としています

北海道地域包括・在宅介護支援センター協議会は

北海道における地域包括支援センター及び

在宅介護支援センター相互の連携を図るとともに

その機能強化に向けた事業を行い地域ケア体制の発展向上を図り

地域福祉の充実に寄与することを目的としています

北海道地域包括・在宅介護支援センター協議会は

北海道における地域包括支援センター及び

在宅介護支援センター相互の連携を図るとともに

その機能強化に向けた事業を行い地域ケア体制の発展向上を図り

地域福祉の充実に寄与することを目的としています

POINT

POINT

POINT

参　考

主　催

北海道協議会

北海道協議会

全国協議会

全国協議会

全国協議会

研　修　名

地域包括ケアセミナー

地域包括支援センター職員資質向上研修

地域包括・在宅介護支援センター
リーダー職員研修会

全国地域包括・在宅介護支援センター研究大会

全国地域包括・在宅介護支援センター研修会

会員参加費

無　料

無　料

３，０００円
（※参加費助成あり）

７，０００円

５，０００円

非会員参加費

５，０００円

７，０００円

５，０００円

１０，０００円

１５，０００円

計 １５，０００円 ４２，０００円

会員と非会員で
１名あたり最大30,000円
の差額が生じます


